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一
　
はじめに
　
近時、韓国では知的財産権
）（
（
をめぐって従来と異なり知的財産の価値に対する認識の変化とともにその保護におけ
る強化が強くなってきた。また、特許権をめぐるサムソン対アップル
）（
（
の紛争のように、知的財産の保護強化によっ
て、知的財産をめぐる渉外紛争も増加している。すなわち、このような知的財産に対する保護強化は各国の産業政
二四一
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
（都法五十六
-
二）
策がかかわっているので、それぞれの国は自国の知的財産産業発達のため、異なる立法を採っている
）（
（
。したがって、
知的財産をめぐる紛争は単なる一国内の知的財産紛争にとどまらず、渉外紛争としての知的財産紛争も増加しており、このような渉外紛争の解決のための国際私法上の諸問題が重要となる
）（
） （（
（
。
　
もっとも、このような知的財産権の紛争解決は、伝統的に属地主義のもとで、その権利が認められた国の法が準
拠法とな そ 法によって解決されるとしてきた
）（
） （（
（
。とくに、知的財産侵害に対する渉外紛争解決につき、日本の
「法の適用に関する通則法」 （以下、 「通則法」という）においては別途の規定がない。そのため、たとえば知的財産権をめぐる紛争解決にあたって通則法第十七条 不法行為として法性決定し、結果発生地の解釈によっ その準拠法を決めることができる
）（
（
。一方、韓国の場合は、国際私法第二四条において「知識財産権の保護」というタイト
ルで知的財産権の渉外 のための抵触規定を設けてい 。その規定は、 「知識財産権の保護はその侵害地法による」となってい 。したがって、知的財産権の侵害は韓国国際私法第二四条によって侵害地法が準拠法となり、侵害地法によりその紛争が解決されることになる。知的財産権の準拠法について日韓の国際私法を比較すると、たとえば、知的財産権の侵害につき、日本の通則法上 結果発生地法 解釈によって「保護国法」が導かれ、さらに韓国国際私法の「侵害地 」の解釈も「保護国法」であ とすれば同じ結果になることも考えられる
）（
（
。しかしなが
ら、 第二四条の侵害地の解釈が で りながら、結果発生地だけではなく、たとえば行動地までも含むとするのであれば、場合によって同じ知的財産権侵害の紛争に対し、日 の間で異なる準拠法が適用される可能性もあり得 。　
そこで、知的財産権侵害における準拠法規定である韓国国際私法第二四条の適用範囲と侵害地法の解釈が重要な
問題とな のはいうまでもない。すなわち、知的財産権に関する渉外紛争を大きく分けて考えると、①知的財産権
二四二
自体の有効性を問題とする知的財産権の付与・移転等に関する準拠法、②知的財産権の利用許諾契約の準拠法、③知的財産権侵害を原因とする差止請求及び損害倍請求等のようにわけて考えることができる
）（1
（
。したがって、韓国国
際私法第二四条の規定が侵害地法によるとされているから、③だけ適用されるのか、それとも①と②をも含めて適用される規定であるか。また、本条でいう侵害地法と うのは保護国法であるのか それ も保護国法以外の法であるのかが重要な問題である。とくに、本条における侵害地法 解釈に対しては、このような韓国国際私 第二四条の侵害地法の解釈につき、インターネット社会と呼ばれる現在においても果たして従来 らの属地主義が厳格に妥当し、保護国 適用を導くべきであるかも問題とな 。すなわち、一つの加害行為により複数の国において、権利侵害が生じた場合、依然として保護国法 準拠法として決定 べきであろうか。　
そこで、本稿では知的財産権の紛争解決につき、とりわけ、韓国国際私法が知的財産権に対する準拠法に関し、
第二四条として明文化された条文を持つので 準拠 決定 限定 、その適用範囲とともに準拠 とな 「侵害地法」の解釈に関 考察を行なうことにする。二
　
韓国国際私法第二四条の特徴
　
１
　
韓国国際私法第二四条
国際私法二四条（知識財産権の保護）知識財産権の保護はその侵害地法による。 （二〇一一年五月十九日改正）
二四三
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
（都法五十六
-
二）
　
２
　
概説
　
韓国では二〇〇一年国際私法の改正の際、第四章の物権のところにおいて「知識財産権の保護」というタイトル
の下で、知的財産権の保護に関する第二四条の準拠法規定を設けた。ただ、条文上、知的財産権の全体における規定を設ける代わりに「保護」という文言に限定し、知的財産権の保護は侵害が発生した国の法によるように明示した
）（（
（
。
　
付言すると、前述したように、知的財産権の準拠法問題は大きく①知的財産権自体の有効性問題とする知的財産
権の付与・移転等に関する準拠法、②知的財産権の利用許諾契約の準拠法、③知的財産権侵害を原因とする差止請求及び損害倍請求など 分けられると考えられる。しかし、本条文 規定形式として「知識財産権の保護はその侵害地法による」となっている。そのため、本条文が知的財産権の侵害に み適用されるように見えるが、それ 立法形式の問題であり、少なくとも①と②の争点にも本条文が適されるという が韓国の多数説である
）（1
（
。
　
また、本条文は改正当時の二〇〇一年には「知的財産」という用語を使っていたが 二〇一一年の改正の際、
「知的財産」の代わりに「知識財産」という用語を使うようになった。それは、韓国が二〇一一年「知識財産基本法」を制定したからである。　
詳細にみてみると 「知識財産基本法」の制定の際、 「知的財産基本法」とすべきであるとの意見があったが、そ
れは韓国の文化部や外交部が「知識（
K
now
ledge ） 」と混同する可能性があり、創意的意味を表すためには「知識」
という用語より、 「知的」という用語を使うべきである 立場であった。しかし、特許庁や教科部等は 「知識財産」 の使いが拡大 て ること
）（1
（
と、商標やドメインネーム等のように相対的に創作性が弱い内容を含む
二四四
ことの困難性から「知識財産」という用語を使うことが望ましいことであるとする主張が対立していたが、最終的には「知識財産」として統一し、使うよ に決定された
）（1
（
。私見としては、韓国では「知識財産権」と使われている
が、 「知的財産権と」そんな大きな差はないと考えられる。三
　
韓国国際私法第二四条の解釈問題
　
１
　
第二四条の適用範囲
）（1
（
　　
（１） 知的財産権の全般に関する問題
　
韓国国際私法第二四条は、知的財産権の侵害に対して前述したように保護国法主義をとり、その侵害地法による
と明示した規定であるとするのが韓国の多数説である
）（1
（
。知的財産権は、たとえば特許権の場合、従来からその知的
財産につき保護を与えた国 関係が深いため、属地主義が妥当であると考えられる
）（1
（
。すなわち、知的財産権の効力
の範囲はその国の領土内に限定され、その国の法によって成立して効力を有する。そのため、そのような属地主義のもとで韓国では知的財産に関す 国際私法上の関心の高まりとともにそれに関 る紛争が増加したことに伴い、知的財産権の紛争 関する抵触規定を設け、そ 紛争解決を図 たわけである。　
しかし、前述したように、知的財産権の一般的な準拠法問題は、①知的財産権自体の有効性に関する準拠法、②
知的財産権の利用許諾契約の準拠法、③知的財産権侵害を原因とする差止請求及び損害倍請求などに分けて考えることができるが、本条文 形式 よって①と② ついても本条文が適用されるべきかが問題と る。この点につい
二四五
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
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-
二）
て、学説上①と②についても韓国国際私法第二四条が適用されるというのが韓国の多数説である
）（1
（
。
　
これについて、韓国の多数説は、記述的に保護国法主義を表示する適切な文言に関する合意ができなかったため、
「保護国法主義」を明示しなかっただけであるとしている。補足すると、たとえば、一九八七年のスイス国際私法の第一一〇条
）（1
（
や一九七八年のオーストリア国際私法第三四条
）11
（
も知的財産権の保護に関して保護国法主義を採ってい
る。また、最高裁の判例としても、国際条約に明示的に本源国法によると規定されて ない限り、知的財産権に関する問題を保護国法によると決定することが妥当であるとし、韓 国際私法第二四条が知的財産権に関する全ての分野に関して保護国法主義を明示する代わり 侵害の場合のみを規定する方式であるとしても、これを広く解釈し、侵害問題以外に関しても保護国法主義の原則を採択していたと判断 た
）11
） （1（
（
。
　
①知的財産権の成立・範囲・消滅に関する紛争
　
韓国国際私法第二四条は、イギリス・オーストリア・イタリア等の多くの国が保護国法主義を採択しており、か
つ保護国法主義が知的財産権に関する条約と多数 立法や学説によって広く認められていることから、知的財産権の成立、消滅、移転等に関しても保護国法主義を宣言したも であ とするのが多数説である
）11
（
。
　
しかし、たとえばインターネット等の利用の増加によって著作権の利用と侵害が世界的に同時に生じる現状を鑑
みて、保護国別に各々の著作権の成立、範囲、消滅等の争点を判断しては取引の迅速と権利者 保護に十分ではない結論に至ると考えられることを理由に属地主義の原則を原則的に撤廃 、少なく も著作 の場合は本源国法主義の導入を解釈論上検討する必要があるとする見解もある
）11
（
。
二四六
　
②知的財産権の利用許諾契約の準拠法
　
前述したとおり韓国の多数説によれば利用許諾契約も韓国国際私法第二四条の適用範囲となり、第二四条の解釈
によって準拠法が決められる。　
しかし、韓国国際私法は、第二五条
）11
（
において当事者自治を認めるため、契約の準拠法に関しては、まず当事者間
の合意が存在すれば、その国の法が準拠法となる。一方、このような当事者間の準拠法合意がない場合には韓国国際私法第二六条
）11
（
によって、準拠法が決められる。したがって②の利用許諾契約の準拠法の決定においても、契約関
係である以上、第二四条の適用よりも、第二五条によって準拠法を選択しようとする考えもある
）11
（
。
　　
（２） 小結
　
まず、①の知的財産権の成立・範囲・消滅に関する紛争につき、韓国国際私法が保護国法主義と本源国法主義の
うち、いずれかを採択した か直接的な規定はない 、少なくとも本源国法説によると各国の法制の違いによって保護の程度や範囲の差が発生するおそれがあることや知的財産ごとに本源国の特定が難しいこと等を考慮すると、国際私法第二四条を知的財産侵害のみならず、知的財産権の成立 移転等に適用される保護国法説を採ってい とみるのが相当であると言える
）11
（
。
　
しかし、これに対して韓国国際私法第二四条は、著作権を含む知的財産権全般 関する準拠法を規定せず、侵害
の準拠法を規定しており、著作権保護に関するベルヌ条約の解釈において映画著作物の帰属に限って 保主義を採っていると解釈できる で 本条も解釈論と て、映画著作物の帰属を除き たとえば、米国著作権法
）11
（
が外国
著作物の遡及保護に関する規定を置きながら誰がそのような遡及保護を主張できる権利を有していたのかの著作権
二四七
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
（都法五十六
-
二）
の帰属問題について本源国法が準拠法となることを明示していることもあるので、学説によっては本源国法によると解釈できる
）11
（
。
　
結局、このような議論は、法の立法が十分でないからであると考えられる。韓国国際私法第二四条が解釈に委ね
られている以上、そのような議論は避けられないこ であり、今後の改正の際、考慮すべき一つであると考えられる。　
一方、韓国の下級審の判例は、本条を知的財産権の全般に関して保護国法主義を採択したと解釈する場合
）1（
（
と知的
財産権の侵害行為の準拠法 みを規定したとする場合
）11
（
があり、これもまた今後の大法院の判決が注目される。
　
なお、契約について韓国国際私法第二五条が当事者自治を認めているにもかかわらず、②のように知的財産権の
利用許諾の契約 準拠法決定に対して 知的財産権をその契約の対象とすることで 当事者自治を制限し、韓国多数説のように第二五条ではなく、第二四条によって常に「侵害地法」として準拠法を決定することは疑問である。むしろ、知的財産権の利用許諾の契約も契約である以上、その準拠法決定に当事者自治を認め、当事者が自由に準拠法を決定することが望ましいと考えられる。　
２
　
知的財産権の侵害を原因とする差止請求及び損害賠償請求の問題
　
韓国国際私法第二四条によって、侵害地法が準拠法となる。侵害地の解釈についてたとえば、特許の付与国や著
作権の本源国のみとなる。また、結果発生地 みならず行動地（侵害行動地）も含まれるとする見解もある
）11
（
。この
ような内容を踏まえて韓国国際私法第二四条における「侵害地」の解釈とともに、韓国国際私法における従来から
二四八
の不法行為に関する渉外規定との関係も考察する。　　
（１） 保護国法主義
　
前述したように韓国国際私法第二四条は、国際的に広く認められている保護国法主義を採択したと言われている。
たとえばベルヌ条約は第五条第二項
）11
（
において、保護の原則として「保護が要求される同盟国」として規定されてい
る。　
それから、このような保護国とは、 「その領土に対して知的財産権の保護が請求される
国
）11
（
」を意味し、訴えを提
起して保護が要求される国である法廷地法とは区別される概念である
）11
（
。また、保護国が権利を付与した国や侵害国
と必ず も同一ではないことには注意すべきであり、保護国は権利 発生・譲渡・侵害等の場合に幅広く使われる一般的表現であると言える
）11
（
。
　
一方、前述したように韓国国際私法第二四条が、知的財産権の侵害のみならず、知的財産権の一般や契約の問題
までも含む規定とあるとすれば、上記の知的財産権の一般的準拠法問題の全てに関して保護国法主義を明示する代わりに、問題となることが多い侵害の場合を規定する方式を採用してい と考えられる。このような理解からは、本条は知的財産権の全般に関 国法主義 宣言したとも言えよう。実際に委員会ではそのような趣旨を明示しようとしたが 技術的に保護国法主義を表示する適切な文言に関する合意がなされていなかった点がこれを明示しなかった一つの理由である
）11
（
。
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
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（２） 侵害地法の意味
　
韓国国際私法第二四条の侵害地法は、本条が属地主義の原則を宣言していたと言われる以上、属地主義原則によ
って、原則的に侵害地は保護国となる。　
このような保護国たる侵害地の解釈について学説の対立がある。知的財産権侵害を不法行為の一種として考える
と、侵害地は侵害行動地ないし実施利用地、たとえば特許の実施地や著作物の利用地、侵害行動地と侵害結果発生地の両方を含むとされる。　
一方、知的財産権侵害を物権的権利の侵害とする物権効果説からすると、侵害地は知的財産権が実際に侵害され
る地、すなわち結果の発生がない行動地ではなく侵害が実際に発生した結果発生地とみる。そして この場合侵害結果発生地が何を意味しているのかについて説明 ないが、特許国等の場合は登録国、 権 場合は本源国を侵害結果発生 と るこ ができる。し し、この場合、たとえば 特許が数カ国に渡って登録されていたとすれば、その結果発生地は数カ国となりうる。したがって、結果発生地国 数カ国である 、各々の国の法をすべてが個別的に適用されなければならない状況が生じる
）11
（
。
　　
（３） 不法行為に関する準拠法規定との関係
　
知的財産権侵害について、韓国国際私法第二四条が設けられた結果、不法行為に関する準拠法
）11
（
による不法行動地
法が適用されるのではなく侵害地法が準拠法と る。　
しかし、従来から韓国国際私法は不法行為の準拠法として第五章の債権のところに規定してい が、知的財産権
侵害の準拠法規定であ 第二四条は第四章の物権の中で規定されている。そのため、知的財産権侵害やその救済方
二五〇
法を①知的財産権侵害を従来と同様通常の不法行為の一種としてみるのか（不法行為説） 、あるいは②物権の章の中で規定されているから物権の効力としてみるのか（物権効力説）とする学説に分かれてい
）11
） （1（
（
る。
　
この点について①の不法行為説によれば、韓国国際私法第二四条を優先して適用しても不法行為に関する規定の
うち、不法行為地法原則の基本原則 示している第三二条第一項は適用されないが、損害賠償の責任制限に関する第三二条第四項と準拠 の事後的合意に関する第三三条
）11
（
はそのまま適用できることになる。また、差止請求や損害
賠償請求ともに国際私 第二四条によることにな 。　
②の物権効力説は、韓国国際私法第二四条が韓国国際私法第四章の物権の下で規定されていることや知的財産権
が排他的権利としての物権に類似した性質を持っていることを理由としている。この説は差止請求と損害賠償請求の両者を物権的効力とし、目的物所在 を準拠法とする。しかし、特許をはじめとする知的財産権は、発明のような無体物 対象とする権利であり、有体物を対象とした権利のようにその客体の所在地を求めることが困難である
）11
（
という問題がある。
　
他方、日本の「カードリーダー」の最高裁判例と同様、差止請求は物権的効力とし、損害賠償請求は不法行為の
問題とす よ に救済手段ごとに分けて考えることもあり得る。　
韓国の大法院は、特許権や著作権 侵害の問題ではないが、商標権の渉外紛争について「知識財産権の侵害によ
る不法行為の準拠法はその侵害地法による」 い
）11
（
。したがって、知的財産権の侵害について韓国国際私法第
二四条の適用にあたって 、知的財産権の侵害問題を不法行為 してみるが、不 行為地法の原則を除き、第三二条の四項や第三三条はそのまま適用されることになると考えられる。また、国際私法第二四条は、差止請求や損害賠償請求の両方に されるものと解されている。
二五一
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（４） 小結
　
本条の侵害地の意味につき、文言上の侵害の結果発生地だけを意味するか、それとも行動地と結果発生地の両方
を含むのかとして、見解が分かれている。この点につき、たとえば、隔地的知的財産権侵害のように果たして侵害結果発生地と行動地が同一であると断言す のが困難な場合がある。すなわち、侵害地は侵害行為ないし許諾なしに特許を実施する等の知的財産の利用行為が存在する地である。しかし、たとえば方法特許において請求項の一部が外国でなされた場合何をもって基準としてどこで知的財産権を利用 するのかの判断が難しい。さらに、インターネット上で生じる著作権侵害の場合のように侵害の行動 と結果発生地が異なる場合が少なくな こうに行動地と結果発生地が異なったり、利用行為がどこで行われていたか判断できなかったりする場合、その地の解釈はどのように解釈すべきかという問題がある
）11
（
。
　
なお、本条と不法行為に関する渉外規定との関係は、本条が第四章の物権の下で規定されていたとしてもこれは
あくまでも立法当時の技術上の問題であり、不法行為 種 考えるべきである
）11
（
。さらに、不法行為に関する
韓国国際私法第三二条の規定の ち、一般原則を宣言したものを除き、同条第四項と同法第三三条はそのまま適用できることになると考えられる。四
　
判例
　
以下では、韓国国際私法第二四条の解釈につき、参考となる主な判例を紹介しつつ 検討する。
二五二
　
１
　「
X
-G
irl 」事件（大法院二〇〇四年七月二二日、宣告二〇〇三ダ六二九一〇判決
）11
（
）
　　
（１） 事実概要
	
　
日本法人である原告Ｘは衣類等の製造・販売している業者であり、大韓民国及び日本において「
X
-G
irl 」という
商標の適法な商標権者であった。一方、被告Ｙはソウル所在の市場で衣類販売業を行なっている者である。　
Ｙは、二〇〇一年八月頃から二〇〇一年一一月二〇日までの間、Ｘが衣類等を指定商品として日本及び大韓民国
の特許庁に各登録した である「
X
-G
irl 」に対し、正当な使用権限なくこれを偽造した商標が付着されたＴシャ
ッツ等の衣類を日本の行商人に販売した。さらに、これを買い取った日本 行商人らは日本国内におい 正常の価額より安い価額で販売してい ところ、ＸはＹの上記のような行為がＸの大韓民国及び日本における商標権を侵害したという理由で損害賠償請求をした。　
一方、ＸはＹのこのような販売行為がなされた期間の中に大韓民国内において本商標を使用した製品を製造した
り、販売 りする等 営業活動していなかった。　　
（２） 判示
　
①韓国商標権の侵害に関して、商標法第六七条第二項、第三項、第五項は同条の第一項と同様、不法行為に基づ
く損害賠償請求において損害に関 被害者の主張・立証責任を軽減しようとする趣旨の規定であり、損害の発生がないことが明らかである場合まで侵害者に損害賠償義務を認める趣旨ではない 言わざるを得 いのであるから……商標権者に損害の発生が認められない場合 は民法第七五〇条に基づく損害賠償請求権も認められないことで
二五三
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ある。　
②日本の商標権の侵害に関して、国際私法第二四条によると、知的財産権の侵害による不法行為の準拠法はその
侵害地法であるというべきであるから日本の行商人らの日本においての日本商標権の侵害行為に被告が教唆または幇助したことを理由 するこの部分の損害賠償請求の当否は、侵害地である の商標法第三七条等の解釈によるべきであると ろ、偽造した商標を付着した衣類を日本 行商人に大量に販売することで日本における日本の商標権の侵害行為を容易に き ようにした被告 行為が上記の侵害行為 対した幇助になる しても、記録で表れた知的財産権に関す 日本の裁判所の解釈論に照ら てみると、属地主義 原則を採用してい 日本の商標法の下では商標権が登録された国の領域外で当該商標権 登録国において 侵害 為を誘導する等、これに関与する行為は不法行為を構成しないと解釈されることになる。　
③韓国で偽造商標を付着した衣類を日本の行 人に販売することで日本での日本商標権の侵害行為を容易にさせ
た被告の行為が侵害行為に対した幇助にな としても、日本 商標法の下では商標権が登録された国の領外において当該商標権の登録国での侵害行為を誘導する等 これに関与する行為を不法行為と解釈していないから被告の行為に対して共同不法行為責任を問うことはできない。　　
（３） 検討
　
本判決は、韓国大法院が国際知的財産権の侵害訴訟における準拠法問題を最初に扱ったもの ある。もっとも、
知的財産権の侵害に対する準拠法は国際私法第二四条によってその侵害地法　
しかし、 日本での侵害行為は国際私法第二四条を適用して損害賠償請求の準拠法を日本の商標法とした
二五四
にもかかわらず、韓国における商標権の侵害行為に対しては、なぜ国際私法第二四条の適用なく、直ちに韓国商標法を適用したのかについては疑問である
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（
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さらに、韓国において商標権の侵害行為があった以上、その損害が韓国で発生したとみるのが妥当であり、また
損害が日本で発生 としても 法上商標権侵害行為を構成することであれば、それによる損害は賠償されるべきであるから、本判決は批判を免れないとの指摘もある
）11
（
。すなわち、判決は侵害地を現実的な教唆・幇助行為では
なく、侵害が直接行われた保護国が侵害地であるとみて、日本の商標権を解釈した。それで、商標権が登録された国の領域外において当該商標権の登録国での侵害行為を誘導す 等、これに関与する行為は不法行為を構成しないと判示したことは、侵害地の解釈に関して属地主義によりすぎで と考えられる。　
この点について、韓国における侵害行為 つ 日本で 直接侵害行為に対する教唆ないし幇助としてみて、日
本の商標法を違反した共同不法行為として責任を問うことも可能であるとも考えられる
）1（
（
。
　
２
　「
V
on	D
utch 」事件（ソウル高等法院二〇〇八年七月八日、宣告二〇〇七ナ八〇〇九三
）11
（
）
　　
（１） 事実概要
　
米国人亡訴外Ａは、 「
FlyingEyeball 」という著作物（以下、 「この事件第一、二著作物」という。 ）の著作権者で
あり、一九九二年九月一九日に死亡して、その娘である訴外Ｂ 訴外Ｃ（以下、 「訴外相続人」ら いう）は、上記Ａのこの事件の各著作権を相続した。　
訴外相続人らは、二〇〇〇年三月三一日、訴外
E
の仲介を通じて日本の訴外
F
株式会社にこの事件の各著作権
二五五
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を含むすべての知的財産権を五〇万米ドルに譲渡する契約（以下、 「この事件第一の一譲渡契約」という）を締結した。また、訴外Ｆ株式会社は二〇 二年五月一五日に米国の訴外Ｇ株式会社（
V
onD
utchO
riginalLLC ）にこの
事件各著作権を含むすべての知的財産権を米ドル五〇万ドルに再度譲渡する契約（以下、 「この事件第一の二譲渡契約」という）を締結した。　
訴外相続人らは二〇〇五年六月八日、訴外Ｅの仲介を通じて原告Ｘにこの事件の各著作権を含むすべての知的財
産権を売上高の二・五％ 代金として定め、譲渡する契約を締結した。　
訴外Ｆ株式会社と訴外Ｇ株式会社は日本、米国等でこ 事件の各著作物をそのまま標章として商標化（
m
erchan-
dising 、以下「この事件第一、二商標」という）し、これに関する商標権登録を済ませた。その頃から現在に至る
までこの事件の各商標を付着した商品 生産、販売する等、これを利用してきたが、国内外でこの事件の各著作物に関しては何ら著作 登録 済ま ていなかった。　
Ｘは、二〇〇五年六月一八日に国内で旧著作権審議調整委員会（現著作権委員会）の登録番号第Ｃ 二〇〇五の
〇〇二二一号で、 第一著作物に関する著作権譲渡登録を済ました。　
被告Ｙらは、二〇 年二月一九日に国内でこの事件第二商標を出願した。さらに、二〇〇一年五月二五日にこ
れに関する商標権登録を終わらせ、Ｙらが生産・販売する衣類等の商品にこの事件の各商標を付し、使用していた。　　
（２） 判示
　
著作権者の決定等の問題を本源国法による場合には、まず本源国法を決めること自体が容易ではないのみならず、
同じ領土内においても著作物の本国がどこであるかによって著作権侵害の可否判断や著作権者 決定 結論が異な
二五六
ってしまい、著作物の利用者や法院等がこれを判断、適用することが容易ではない。一方、著作権者の決定問題は著作権の存否及び内容と密接に結合しており、各保護国がこれを統一的に解釈適用する必要があり、このようにすることが各同盟国の自国の領土内で通常の法廷地と一致できる保護国法を便宜に適用することであれば 内国民待遇による保護を付与することにも容易 ある。　
このような点に照らしてみると、国際協約で明示的に本源国法によるように規定しない以上、著作権者の決定や
権利の成立、消滅、譲渡性等の知的財産権に関するすべ の問題を 法にしたがって決定することが妥当でる。我が国の国際私法第二四条が知的財産権に関するすべての部分に関して保護国法主義 明示する代わりに知的財産権侵害のみを規定す 方式 採って た しても、これを広く解釈して知的財産権の成立、移転等の全般に関して保護国法主義 原則を採択したと解釈 のが相当であ 。　　
（３） 検討
　
本判決は前述したように、韓国国際私法第二四条が知的財産権の侵害に関する紛争だけでなく、知的財産権の成
立、移転、譲渡、効力等の紛争を含め、知的財産権の全般に対する紛争 適用されると明らかに た最初の判決である。　
韓国国際私法第二四条が知的財産権 関する全般について保護国法主義を採択していたことは評価できるもので
あり、今後の知的財産権紛争の準拠法決定においても注目されると考えられる
）11
（
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二五七
韓国における知的財産権に関する準拠法決定

（都法五十六
-
二）
五
　
終わりに
　
韓国国際私法第二四条は、立法上の方式の問題で知的財産権の侵害紛争のみ適用される渉外規定であるように見
えるが、知的財産権の紛争のみならず、成立や有効性等を含む全般に関しても適用されると、裁判例をはじめ学説上において認められている。したがって、知的財産権の全般の紛争について保護国法主義を採択した規定と考えられる。　
しかしながら、韓国 際私法第二四条が保護国 主義を宣言しているとされる以上、その侵害地を保護国法の解
釈とすることについては問題が生じると考えられる。すなわち、こ ような侵害地を①結果発生地と行動地の両方を含む べきなのか、それとも②結果発生地を意味するのかという問題である。しかし、属地主義を厳格に解釈し、侵害地を「保護が求められる地」という保護国法だけを準拠法 する は、たとえば前述したとおりインターネット上における著作権侵害のように数カ国に渡って結果 発生した場合など、近時 知的財産権の流通における侵害紛争に適さないことになると考えら る。　
私見としては、属地主義の原則に対する再検討の要請やインターネットを通じて生じる隔地的間の侵害に対して
果たして厳格的に属地主義を貫く必要性はな と考えられる。したがって、知的財産権の成立や有効性の問題に対し、韓国国際私法第二四条の適用解釈について保護国法主義を一貫 て貫く必要はないと考えられる
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。
　
したがって、韓国国際私法第二四条が保護国法主義を宣言していると言われる以上、保護国法を原則としながら、
現在の知的財産権の利用状況 照らし、保護国法より最も密接な関連 有する国の法が存在 であれば その
二五八
国の法を適用することも可能ではないかと考えられる。すなわち、韓国国際私法が「最も密接な関連を有する国の法」を準拠法とする原則
）11
（
を採っているので、知的財産権に対する準拠法も、保護国法に偏らず、韓国国際私法第二
四条の侵害地 の解釈を柔軟に解釈してもい のではないかと考えられる。　
また、知的財産権侵害という単位法関係の解釈についても議論がある。たとえば、最近営業秘密をめぐる渉外紛
争が重要な争点となっている
）11
（
。この場合、営業秘密の侵害問題を不法行為と法性決定をすると不法行為に関する韓
国国際私法第三二条
）11
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によって準拠法が決められる。また、営業秘密は特許権や著作権のように法律または条約等に
よって認められるか、あるいは保護され 知的財産に関する権利ではないので、その性質は異なるものである。しかしながら、最近の立法趨勢をみてみる 、韓国「知識財産基本法」 第三条や日本の「知的財産基本法」の第二条の中で営業秘密を知的財産として、特許あ いは著作物と同じレベルで定義して る。　
さらに、たとえば、企業は自ら発明した技術について特許出願をして、特許登録することでその技術を保護する
ことが普通である。しかし、特許登録は企業自身の技術を公開することが前提となるので、企業 してはそのような技術公開を避けたく、企業戦略として、特許登録せず営業秘密として管理するこ もある
）11
（
。この場合、同じ技術
でありながら、特許として登録するこ であれば知的財産としてその紛争は知的財産権侵害となり 韓国国際私法第二四条が適用され、そ 準拠法は侵害地法になる。一方 営業秘密として管理すると、不 行為と私法 三二 不法行為地 適用される。もちろん 不法行為地法の解釈 侵害地国の解釈 が同じあれば問題がない 、場合によっては異 ることもあり得 考えられる。したがって、 に関す 最近の立法傾向等を考慮すると 現在営業秘密 特許権や著作権のように権利として認められ いなくても そ 営業秘密の侵害紛争について一般の不法行為の準拠法を適用 より、知的財産侵害として、韓国国際私法第二四条を適
二五九
韓国における知的財産権に関する準拠法決定

（都法五十六
-
二）
用した方がより適切ではないかと考えられる
）1（
（
。
（
1）　
韓国関国際私法第二十四条は、制定当時日本と同様「知的財産権」という用語を使っていたが、二〇一一年「知識財産
基本法」の施行とともに「知識財産権」と変わることになった。そのため、本稿では主に「知的財産権」という用語を使いながら、韓国の条文等においては「知識財産権」という用語を使うことにする。また、この点については後述する。著者注
（
2）　
http://w
w
w
.itm
edia.co.jp/pcuser/articles/1408/08/new
s153.htm
l 、韓国のサムソン社と米国のアップル社は、それぞれが自
社の有するスマートフォンにおける特許権を侵害した して、特許登録をなした国において特許訴訟を行なった。出口耕自「国際不正競争の準拠法（国際化時代の不正競争） 日本国際経済法学会年報二三号（二〇一四年）一〇六～一二三頁。
（
3）　
たとえば、著作権の保護期間において、日本の著作権法五一条によれば死後五〇年となっているけれども、韓国の著作
権法第三九条では死後七〇年となっている。
（
4）　
木棚照一﹃国際知的財産法﹄ （日本評論社、二〇〇九年）
（
5）　
ユ・ケファン「国際知識財産権紛争と準拠法決定に関する研究」国際私法研究
V
ol.19 N
o.2 、 三一二頁。
（
6）　
木棚・前掲注 （
4） ・二二七頁以下；「国際私法上の知的財産権をめぐる諸問題に関する調査研究」知財研紀要（二〇〇四
年）三六頁以下；
 駒田泰土「属地主義」櫻田嘉章＝道垣内正人﹃国際私法判例百選﹄ ［第二版］ （二〇一二年）一〇三頁。
（
7）　
孫京漢「知的財産紛争の準拠法」ジャスティス通巻第七八号、一六一頁以下；ユ・前掲注 （
5） ・三〇五頁。
（
8）　「国際私法上の知的財産権をめぐる諸問題に関する調査研究」 ・前掲注 （
6） ・三六頁以下参照。
（
9）　
野村美明「日本の知的財産権判例における保護国法の意義」木棚照一編著﹃知的財産の国際私法原則研究
―
東アジアか
らの日韓共同提案―﹄ （早稲田大学比較法研究所叢書、二〇一二年）四二五頁以下参照。
（
10）　
孫・前掲注 （
7） ・一八一頁以下；チェ・ソンス「知識財産権の準拠法に関する我が国の判例の検討」二八六頁以下参照。
（
11）　
石光現﹃国際私法解説﹄ （博英社、二〇一三年）二七七頁。
（
12）　
石・前掲注（
11） ・二七七頁；孫・前掲注 （
7） ・一八一頁以下参照；クォン・デウ「渉外的知識財産紛争と国際私法上の
性質決定」国際私法研究
V
ol. N
o.17 （韓国国際私法学会、二〇一一年）三〇二頁。
（
13）　
たとえば、特許法第一五条において二〇一三年改正によって「 業通商資源部令」となってい が、二〇 一年に「知
二六〇
識財産基本法」を制定する際には「知識経済部令」となっており、その当時「知識」という用語が政府機関をはじめとして広く使われていた。
（
14）　
ユン・ウォンギル「知識財産基本法の意義及び政策方向に関する小考」知識財産研究第六巻第二号、韓国知識財産研究
院（二〇一一年）二三七頁以下参照。
（
15）　
孫・前掲注 （
7） ・一八一頁以下；ユ・前掲注 （
5） ・三二二頁以下；チェ・前掲注 （
10） ・二八六頁以下参照
 。
（
16）　
石・前掲注（
11） ・二七八頁。
（
17）　
知的財産権における権利消尽の根拠として属地主義があげられる。
（
18）　
孫・前掲注 （
7） ・一八一頁；
 石・前掲注 （
11） ・二七七頁；チェ・前掲注 （
10） ・二九五頁以下参照。
（
19）　
無体財産権は無体財産の保護が請求されている国の法による。
 
https://w
w
w
.adm
in.ch/opc/de/classified-com
pilation/19870312/index.htm
l
（
20）　
無体財産権の成立、内容及び消滅は使用行為ある は侵害行為が行われた国の法による。
 
https://w
w
w
.ris.bka.gv.at/G
eltendeF
assung.w
xe?A
bfrage=
B
undesnorm
en&
G
esetzesnum
m
er=
10002426
（
21）　
ソウル高等法院二〇〇八年七月八日、宣告二〇〇七ナ八〇〇九三判決。外国で発生した著作物の著作権者がその国で著
作権の二重譲渡をして、先順位の外国譲受人より後順位の国内の譲受人が先に著作権登録を済ました場合には 著作権譲渡の対抗要件及び効力に関する準拠法として保護国法である国内法を適用し、先登録名義人が適法な著作権者として対抗できるとした事案である。この判例については、後述する。
http://w
w
w
.law
.go.kr/precInfoP.do?precSeq=
64810
（
22）　
二〇〇八年十月九日において上告棄却され、確定された。なお、第一審 、ソウル西部地法二〇〇七年七月一一日、宣
告二〇〇五カハップ九五三一判決である。
（
23）　
石・前掲注 （
11） ・二七八頁；チェ・前掲注 （
10） ・二八七頁～二八八頁。
（
24）　
孫・前掲注 （
7） ・一八三頁。
（
25）　
韓国国際私法第二五条（当事者自治）
　
①契約は当事者が明示的または黙示的に選択した法による。ただし、黙示的な選択は契約内容その他すべての事情から合理
的に認められうる場合に限る。
　
②当事者は契約の一部に関しても準拠法を選択することができ
　
③当事者は合意によってこの条または第二六条の規定による準拠法を変更することができる。ただし、契約締結後なされた
準拠法の変更は契約の方式の有効性や第三者 権利に影響を及ばない。
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④すべての要素が専ら一つの国と関連があるにもかかわらず当事者がその他の国の法を選択した場合に関連した国の強行規
定はその適用が排除されない。
　
⑤準拠法選択に関する当事者の合意の成立及び有効性に関しては第二九条の規定を準用する。
（
26）　
韓国国際私法第二六条（準拠法決定時の客観的連結）
　
①当事者が準拠法を選択していなかった場合に契約はその契約と最も密接な関連 ある国 法による。
　
②当事者が契約によって次の各号のうち、いずれかの一つに該当するする履行をしなければならない場合には契約締結当時、
その者の常居所がある国の法（当事者が法人または団体である場合には主な事務所がある国の法）が最も密接な関連があると推定する。ただし、契約が当事者の職業または営業活動で締結された場合には当事者の営業所がある国の法が最も密接な関連があると推定する。
　　　
一．譲渡契約の場合には譲渡人の履行
　　　
二．利用契約の場合には物または権利を利用できるようにする当事者の履行
　　　
三．委任・請負 及びこれと類似した用役提供契約の場合には用役の履行
　
③不動産に対する権利を対象とする契約の場合 は不動産が所在する の法が最も密接な 連があると推定する。
（
27）　
ユ・前掲注 （
5） ・三三〇～三三一頁。
（
28）　
チェ・前掲注 （
10） ・二八八頁。
（
29）　
17 U
.S.C
. §
104A
（
b ） 
　　
（
b ）
O
w
nership of R
estored C
opyright.—
 
　　
A
 restored w
ork vests initially in the author or initial rightholder of the w
ork as determ
ined by the law
 of the source country of 
the w
ork.
（
30）　
孫・前掲注 （
7） ・一八三頁。
（
31）　
前掲注 （
21）
（
32）　
ソウル中央地法二〇〇七年八月三〇日、宣告二〇〇六カハップ五三〇六六判決、
http://seoul.scourt.go.kr/dcboard/new
/
D
cN
ew
sV
iew
A
ction
.w
ork?seq
n
u
m
=
2452&
gu
b
u
n
=
44&
cb
u
b
_cod
e=
000210&
scod
e_kn
am
e=
%
B
F
%
E
C
%
B
8%
A
E
%
B
9%
F
D
%
 
B
F
%
F
8%
20%
C
1%
D
6%
B
F
%
E
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C
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C
7%
B
0%
E
1&
searchW
ord=
&
currentP
age=
54
（
33）　
侵害地の解釈については項目を分けて具体的に論じる。著者注
（
34）　
ベルヌ条約第五条（保護の原則）
二六二
　（一）の権利の享有及び行使には、いかなる方式の履行をも要しない。その享有及び行使は、著作物の本国における保護の存
在にかかわらない。したがつて、保護の範囲及び著作者の権利を保全するため著作者に保障される救済の方法は、この条約の規定によるほか、専ら、保護が要求される同盟国の法令 定めるところによる。
http://w
w
w
.cric.or.jp/db/treaty/t1_in-
dex.htm
l
（
35）　
リ・ホゾン＝チョン・サンゾ「渉外知的財産権法試論
―
知的財産権の準拠法
―」ソウル大学法学第三九巻第一号（一九
九八年）一一九頁。
（
36）　
石・前掲注 （
11） ・二七八～二七九頁。
（
37）　
石・前掲注 （
11） ・二七八頁。
（
38）　
石・前掲注 （
11） ・二七九頁。
（
39）　
孫・前掲注 （
7） ・一八九頁。
（
40）　
韓国国際私法第三二条 不法行為）
　
①不法行為はその行為が行われたところの法による。
　
②不法行為が行われた当時同一の国の中で加害者と被害者の常居所がある場合には第一項の規定にもかかわらずその国の法
による。
　
③加害者と被害者間に存在する法律関係が不法行為によって侵害される場合には第一項及びない第二項の規定にもかかわら
ずその法律関係の準拠法による。
　
④第一項ないし第三項の規定により、外国法が適用される場合、不法行為による損害賠償請求権はその性質が明ら 被害
者の適切な賠償のため ものではないか、またはその範囲が本質的に被害者の適切な賠償のために必要な程度を超えた時にはこれを認めない。
（
41）　
孫・前掲注 （
7） ・一六三～一六四頁；チェ・前掲注 （
10） ・二九八頁；ユ・前掲注 （
5） ・三二五～三二七頁。
（
42）　
木棚編著・前掲注 （
9） ・三一～三二頁。
（
43）　
韓国国際私法第三三条 準拠法に関する事後的合意）
　　　
当事者は第三〇条ないし第三二条の規定にもかかわらず、事務管理・不当利得・不法行為が発生した後、合意によって
大韓民国法をその準拠法として選択できる。ただし、それによって第三者の権利に影響を与えない。
（
44）　
木棚・前掲注 （
4） ・三六六頁。
（
45）　
大法院二〇〇四年七月二二日、宣告二〇〇三ダ六二九一〇判決、 「知的財産権の侵害による不法行為の準拠法はその侵害
二六三
韓国における知的財産権に関する準拠法決定

（都法五十六
-
二）
地法になる」と判示した。この判決について後述する。
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（
46）　
ユ・前掲注 （
5） ・三二八頁。
（
47）　
石・前掲注 （
11） ・二八二頁。
（
48）　
前掲注 （
45）
（
49）　
チェ・前掲注 （
10） ・三〇二頁。
（
50）　
孫・前掲注 （
7） ・一九二頁。
（
51）　
チェ・前掲注 （
10） ・三〇二頁。
（
52）　
前掲注 （
21）
（
53）　
チェ・前掲注 （
10）
1・三一八頁
（
54）　
属地主義の原則に対する批判や見直しの要求に対して、孫京漢＝朴眞雅「知的財産の国際的紛争解決合意」仲裁研究第
一四巻第二号（韓国仲裁学会、二〇〇四年）二〇三頁。
（
55）　
属地主義原則はその準拠法決定において保護国法主義と結び付けられるが、属地主義の原則とは明らかな概念ではなく、
その適用判地も遙かに広く適用されるものである。さらに、インターネットでの知的財産の取引、とくに著作物の全世界的な取引において著作権法との調和をどのようにすべきかを明白に提示することができない。また、知的財産権の利用環境の変化にもかかわらず、厳格的な属地主義を一貫す のは知的財産の超国境間 流通において法律関係を複雑化させる恐れがある等のことから、知的財産分野の属地主義原則の修正や緩和が必要である。チェ・前掲注 （
10） ・三一一～三一二頁。
（
56）　
知的財産権の一般に関する準拠法規定として参考できるのは、木棚編著・前掲注 （
9） がある。
（
57）　
韓国国際私 第八条（準拠法指定の例外）
　
①この法によって指定された準拠法が該当法律関係とわずかな関連があるのみであり、その法律関係と最も密接な関連があ
る他の国の法が明白に存在する場合にはその他の国の法による。
　
②第一項の規定は当事者が合意によって準拠法を選択する場合にはこれを適用しない。
（
58）　
http://w
w
w
.nikkei.com
/article/D
G
X
L
A
SD
Z
15H
3N
_V
10C
15A
9E
A
F
000/
（
59）　
前掲注 （
40）
（
60）　
金知萬「営業秘密保護に関する法的考察
―
日本の論議を中心に
―」文化・メディア・エンタテインメント法第八巻第二
二六四
号（二〇一四年）三頁以下；﹃営業秘密管理指針﹄経済産業省
　
知的財産政策室（二〇一三年七頁以下；中町昭人「トレ
ードシークレット（営業秘密）の有効な保護と活用のための戦略」
L
oop （二〇〇三年）一一二頁。
（
61）　
同旨、孫・前掲注 （
7） ・一九三頁
